私有車の業務利用に関する規程

（利用の条件）

第1条

　会社が必要と認めた場合、社員の私有車を会社の業務に利用することができる。

（1） 車両の利用によって、業務の効率が著しく向上することが明らかで、なおも社用車の配備が受けられない場合。

(利用の手続き)

第2条

　本規程に基づいて私有車を業務に利用しようとする社員は、所定の用紙により、下記の必要書類を付して、許可を得なければならない。

（1） 利用目的、期間の申請

（2） 利用区域、経路及び時間帯の申請。

（3） 当該車両の車検証、自賠責保険証書、自動車税の納付証明書の写し。

（4） 任意自動車損害保険(以下任意保険という)証書の写し

（5） 自動車運転免許証の写し

（契約書の締結)

第3条

　本規程に基づいて社員の私有車を業務に利用する場合には、該当者と会社との間に、当規程に基づく契約書を締結する。契約は事業年度ごととし、期間の中途で契約されたものについては、その年度内とし、次年度に新たに、更新するものとする。

(利用取り扱い基準)

第4条

　本規程に基づく社員の私有車業務利用については、次の各項に基づいて行うものとする。

（1） 利用する私有車は、十分に整備された車両であること。

（2） 利用する車両には、下記の基準以上の任意保険が付保されていなければならない。

　　イ対人保険○OO円示談代行付

　　ロ対物保険○○○円〃

　　ハ搭乗者保険○○O円〃

（3） 車両は常時、点検、整備を行い、法定の整備基準に適合するように保持しなくてはならない。

（4） 当該車両を承認を受けた届げ出人以外の者に、業務のために利用させてはならない。

（5） 承認を受け、自己の車両を業務に利用する社員は、届け出た車両以外の私有車を業務に利用してはならない。

（経費)

第5条

　本規程に基づいて利用する私有車の経費については、次のとおりとする。

（1） 燃料費

　燃料費は、業務日報に基づいて承認された業務のための実走行距離から算定した範囲において、会社が負担する。

（2） 車両維持費

　長期間、恒常的に利用する場合は、一台あたり、月額O○円を車両維持費として支給する。なお、支給については、雑給扱いとする。ただし、当基準は、月間利用日数が、OO日以上であることを要する、月間利用日数がOO日未満の場合は、その状況に応じ、支給額を減額または、支給除外とする。

（3） 任意保険料

イ　本規程第4条第2項に定める任意保険料については、最低付保基準額に相当する保険料の80％相当額を会社が該当者に支給する。(100円未満切り捨て)ロ　私有車を業務に利用しようとする時点において、当該車両にすでに付保されている場合には、前項保険料を当該保険の残余期間の日割計算にて支給する。ハ　前項においてすでに付保されている保険金額が第4条第（２）項に規程する金額に満たない場合は、規程金額に契約変更するものとし、その際の保険料の支給については、前ロ項を適用する。

ニ　任意保険の期間中に本規程に基づく契約を解除する場合には、会社が支給した保険料から、控除税額を滅じた額を、残余期間の日割計算で返戻するものとする。

ホ　会社が負担する保険料は、各種の割り引き控除後の支払い実費とする。

(事故の取り扱い)

第6条

　業務中に発生した事故については、該当者が第一義的にその処理にあたるが、会社はそれを補完する。

2 業務以外で使用中に発生した事故については、該当者がすべて処理するものとする。

3 道路交通法などの法規に違反した場合は、業務上外を問わず、すべて該当者の責に帰するものとする。

（附則)

第7条

　自宅より主たる勤務地との距離が著しく遠隔な場合には、利用経路の一部について、他の交通機関の利用を指定することがある。

2 規程の運用により、通常の交通機関の利用は省略されるものとし、通勤交通費は支給しない。

3 前項にかかわらず、業務の都合で経路の一部を他の交通機関を利用した場合は、その部分について交通費を支給する。

私有車の業務利用に関する許可申請書

　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　所属

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　印

　私有車を業務で利用したく、下記のとおり申請しますのでご承認下さい。

（1） 利用目的

（2） 利用期間

（3） 利用区域

（4） 利用時間帯

（注）以下のものを添付してください。

　　　1.車両の車検証の写、自賠責保険証書の写、自動車税の納付証明書の写

　　　2.任意自動車損害保険証の写、自動車運転免許証の写

